
政策１６ 郵政行政の推進

郵政行政の推進

基本目標：郵政事業の抜本的見直しを図るとともに、信書の送達の事業への民間参入の推進により利用者の利便の向上の実
現を目指す。また、国際分野においては、利用者利便の向上を図る観点から、多国間・二国間協議・協調等を通じ、新たな制度
環境整備への取組み等、積極的な対応を推進する。

郵政行政の推進

利用者の利便の向上

民間参入の推進
（競争の促進）

我が国の政策を
国際的会議等に反映郵政事業に （競争の促進）

ＵＰＵ活動に貢献
対する適切な監督
観点：日本郵政グループ

等の監督の状況、郵便局の
ネットワーク水準の状況、
郵便サービス水準の状況

郵政事業見直し
への適切な対応

人的貢献
観点：
職員の
派遣状況

信書便分野
の振興

観点：事業者数
び

財政的貢献
観点：

分担金の
支出状況

制度の
企画立案

観点：
調査研究等

郵便サ ビス水準の状況

制度の
企画立案

観点：
調査研究等 派遣状況 及び参入状況支出状況 の実施状況

下位レベルの施策

調査研究等
の実施状況

国際郵便及び国際送金分野
における国際協調の推進

信書の送達の事業へ
の民間参入の推進

郵政事業の抜本的見直し

（企画課、検査監理室、郵便課、
国際企画室、貯金保険課）

（国際企画室、貯金保険課） （信書便事業課） 16


